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本学では，「鹿児島大学法科大学院において最

低限修得すべき内容」が「共通的な到達目標」と

共に示されており，授業の組み立ても学生の自修

もそれに沿って行われている。司法試験は法科大

学院における学習成果・到達度を問うものである

という観点からみて，民法は本年度も良問と思わ

れる（試験問題は，法務省のＨＰを参照）。全体

としての合格者数が維持されると共に，本学修了

生がよい結果を出してくれることを期待したい。

民法学習のあり方については，司法試験の採点

実感でも,繰り返し，注意喚起されているところで

ある。「基礎的な概念の理解や基本的な思考方法

を確実に習得した上で応用的な問題に取り組む，

という順序に従って学習を進める，ということで

ある。具体的には，与えられた事実関係について，

その法律関係を理解するために必要な規範を提

示している民法などの規定を的確に見いだし，そ

の上で，それを適切に適用して，与えられた法律

関係から導かれる法的な解決を見いだす，という

ことが，極めて重要である。一言で言うならば，

通常の規範適用を着実にすることができ，そこで

の論理操作の過程を適切に文章に表現すること

ができる，ということが求められる」。「今後と

も受験者においては，法律実務を的確に扱うこと

ができる能力を練成するという姿勢を堅持して

ほしいし，法科大学院における教育も，基礎的な

理解と思考に基づく法的推論をする能力を育む

ものであることが望まれる」(平成24年採点実感）。

本年度の試験問題を素材に，授業の組み立てを

見直したいし，学生にも,自らの学習の取り組みが

どうかを振り返ってほしい(「授業と学修の協働改

善！」）。

設問1は，保証契約,無権代理・追認についての

基本知識と共に，「民法446条2項の趣旨」に注

意を促すものである。後知恵であるが，「保証人

を保護するため,保証意思が外部的にも明らかに

なっている場合に限り契約としての拘束力を認

めるという点にある(『改訂・紛争類型別』39頁）

ことについて強調しておくべきであった。反省点

である。

本問の「保証契約における書面の要求」は，ど

の大学でも，平成 16 年の保証契約改正の 2 つの

特徴の1つして説明される。学生配布レジュメ参

照のこと。しかし包括根保証契約の規律と異なり，

議論をすることによって条文趣旨を確実に理解

させることまではあまり行われていないだろう。

(と思いたい！）。

〔設問 1〕では，③保証契約が書面によってな

されたといえるかどうかについては十分な検討

を加える必要がある。このような議論をすること

になろうか。確かに,書面は作成されている。しか

し，これは無権代理人によって作成されたもので

あり，本人Ｃは連帯保証の書面をみたものの，Ｃ

の追認は電話でなされているにすぎない。Ｃは，

Ｂから連帯保証人にする旨の契約をしたことを

認めて欲しい，と要請されて，6000 万円もの保

証を引き受けている。保証に際して，ＢＣ間には，

長い友好関係があるという以上の特別の理由は

見受けられない。民法446条 2項は，保証人が保

証契約によって負う責任について熟慮して締結

するのでなければ，保証契約の効力を生じさせな

いという趣旨である。とすれば，書面による保証

契約の要件は厳格に解されるべきであり，無権代

理人の作成した書面は，民法446条 2項の要件を

満たしていないという議論をすることが可能で

ある。

設問2は，まず，賃貸借契約における賃借人の

義務について改めて基本に立ち戻って学習する

ことを促している。丙建物の一部に亀裂を生じさ

せたことについては，賃借人の目的物の保存義務

(民法400条または616条・594条 1項）違反と

いうことになる。つぎに，内装工事をしたのは，

Ｈであることが問題になる。この履行補助者問題

はかねてから議論がある場所であり,履行補助者

をめぐる我妻説は，テキストレベルでいうと平井

説登場後,なお説明の仕方は分かれるが，克服され

ている。学生は当然に新しい議論についていって

いるだろう。学生配布レジュメでも概略(我妻説,

平井説,潮見説）の説明はなされている。しかし，

授業では，具体的事例を素材にした議論はしてい

ない。債務不履行論にはほかにも重要論点があり，

軽く流している。結果論だが,反省点である。ただ，

多岐にわたる論点のすべてを授業で拾い上げ,深

めることはできない。具体例で考えるという自学

自修の強化を求めたい。

〔設問 2〕では，次のような議論をすることに

なろう。ＢのＦに対する100万円の支払請求の根

拠として，Ｆの賃借物（丙建物の１階部分）の保

存義務の不履行に基づく損害賠償請求が考えら

れる。

賃借人は善良な管理者の注意をはらって賃借

物を保存し，賃貸借終了時には自然損耗による劣

化を別にして引渡時の原状に復して目的物を返

還する義務を負う。しかし，Ｆは丙建物の１階部

分の内装工事を行ったが，工事を請け負ったＨが

誤って丙建物の一部に亀裂を生じさせたことに

よって，1 階部分で雨漏りがするようになった。

これは，賃借人の保存義務違反に当たる。

ＢはＥに対し亀裂の修繕を依頼し,工事の対価

として100万円を支払った。

Ｆとしては，債務者に代わって履行の全部を引

き受けてする者，すなわち履行代行者を債権者の

同意を得て使用する場合には,選任監督上に過失

がある場合にのみ責任を負うから，選任監督上の

過失がない以上，免責されるとの主張をする。①

内装工事は内装業者Ｈが請け負った。ＨはＦの指

揮命令に従う者ではなく独立して事業を営む者
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法科大学院認証評価を、平成２５年度上期に

受審することを決め、ＦＤ委員会を中心に報告書

作成に関わってきましたが、ようやく、期限どお

りの平成２５年４月１日に自己点検・評価報告書提

出へとこぎつけることが出来ました。担当の教

員も大変だったと存じますが、事務の方も年度

末の繁忙期に加え忙しい日々でした。私は平成

２５年３月末で定年退職となり、平成２５年５月２７

日～２９日の現地調査までの準備もたくさんあり

心残りではありますが、後任に託して大学を去

ります。

昨年の４月には民主党ＰＴの実地視察があり

ましたが、その後、政治の世界は、すっかり配置

図が塗り替わりました。世の中の動きは、目まぐ

るしく変わっています。しかし、信念がしっかりし

ておれば、周りが変わると思います。それぞれ

の目標に向かって邁進しましょう。

（宮﨑美登里）

（（左から）宮崎美登里前専門職大学院係係長、吉田浩己前
学長、米田憲市司法政策研究科長）



であるから，ＦはＨの行為に対して使用者責任を

負うという関係にはない。②ＦはＢに対して,内装

の仕様及び施工方法の概要をＢに説明し，それに

従いＨに内装工事を行わせることについてＢの

承諾を得ている。③Ｆは飲食店の内装工事を専門

とするＨに内装を依頼しており，かつＢから丙建

物の設計図を取り寄せるなどしてＨが適切な施

工方法を選択できるようにしているから，選任監

督上の義務は尽くしている。

しかし，Ｆの主張は認められない。民法715条

1 項ただし書の規定による使用者の免責も裁判実

務上すでに空文化しているように，履行補助者が

独立的事業者であれば，一般的に選任監督上の義

務を尽くせば免責されるとは考えることはでき

ない。独立して事業を営む者に対して,債務者が責

任を負うか否かは，債務者がどのような責任を引

き受けているかという契約の解釈の問題である。

確かに，Ｂは内装工事の承諾を与えているが，内

装工事は通常はもっぱらＦの利益のために行わ

れるものであり，ＢがＦに対して過失ある工事に

対する免責を与えていると解釈することができ

るような特段の事情もない。

設問3は，民法問題演習Ｂ＜抵当権と物上代位

＞で扱われる問題である。過去の専門職試験（た

とえば，平成 16 年度裁判所事務官採用 1 種）で

も，同様の問題が作成されてもいる。どの大学で

も重要論点として授業で議論されているであろ

うし，鹿大もこの問題を素材として判例法理の及

ぶ射程について議論している（「最低限修得すべ

き内容」でも，判例の射程の検討は必須とされて

いる）。また，参考判例を素材とした「新作問題

09 番」の自学自修によって対応できたであろう。

〔事実の概要〕が示されている以上，抽象的レベ

ルで判旨を批判することは期待されていない。事

実について掘り下げた考察し，判例法理の射程が

及ばないことを丁寧に説明する必要がある。

〔設問 3〕では，相殺の抗弁（『改訂紛争類型

別』32 頁）の理解,必要費の定義は必須である。

Ｇは，まず，Ｂに対する 30 万円の債権は，必要

費の償還請求であることを根拠づける必要があ

る。必要費とは，賃借物を約定に従って使用収益

に適する状態にするための費用である。丙建物の

２階部分で児童や生徒に対し授業をすることに

も支障が生ずる状態であり，賃借物は使用収益に

適する状態ではない。この場合，賃貸人は賃借物

を通常の使用に耐えるように修繕する義務を負

う。Ｂが所在不明のため，賃貸人に代わって，Ｇ

がＥに丙建物の２階部分の修繕を依頼し，それに

対する報酬として支払った 30 万円は必要費にあ

たる。また，賃借人が必要費を支出したときは，

直ちに償還請求をすることができる(民法 608 条

1項）から，弁済期は到来している。

次に，必要費償還請求権を自働債権とする相殺

は,参考判例の射程外であるとの主張をする。

確かに，参考判例の判旨は，抵当権者が物上代

位権を行使して賃料債権を差し押さえた場合に，

抵当権登記後に賃借人が取得した債権を自働債

権として賃料債権との相殺することを認めてい

ない(登記時基準説）。

しかし，参考判例の事案は，抵当権設定登記後

に賃借人が取得した保証金返還請求権は，敷金返

還請求権とも異なり，単なる金銭消費貸借契約に

基づく返還請求権である。この返還請求権は抵当

権登記によって公示されている抵当権の物上代

位権に劣後するのは当然であり，保証金返還請求

権を自働債権とする相殺は認められない。これに

対し，Ｇが支出した必要費は，本来,賃貸人Ｂが賃

借物を使用収益できる状態を維持するために支

出すべきである費用であり，参考判例の消費貸借

金とはその性格を異にする。従って，参考判例判

旨の射程は及ばない。

（采女 博文／民法）

設 問 ３

●民法の交流授業

3 月 29日（金）、四ッ谷有喜・北海学園大学法科大学

院教授を本学にお迎えして、民法の交流授業を行いま

した。この交流授業は、他大学において優れた教育活

動を展開している先生をお招きして、本学の学生有志

に向けた演習を実施していただくことにより、学生に

日頃の講義とは異なる視点から復習の機会を提供す

るとともに、その授業方法を参観・記録して本学の教員

の参考に資することを目的としたものです。当日は、１

年生から３年生までの有志学生のほか、平成 25 年度入

学予定者も参加して、契約法の事例問題を検討しまし

た。また、授業終了後は、四ッ谷先生を囲んで教員の懇

談会を開催し、法科大学院における演習科目の教授法

について、意見交換を行いました。

●クラスワーク全体会 開催

4月17日(水）、平成25年度入学生を対象としたクラ

スワーク全体会が実施されました。教務委員長から、修

了要件、進級制度（主に GPA 進級制度）、休学制度、履

修制限、滞在型特別聴講制度、異議申立制度等、本研

究科の教務に関する取り決めについて説明がありまし

た。

●進学説明・相談会 開催

４月１７日（水）、総合教育研究棟３階セミナー室２にお

いて、志田惣一入試委員長（副研究科長）が臨席し、鹿

児島大学法科大学院進学説明・相談会が開催されまし

た。当日の相談会へは、８名の方に出席いただき、法科

大学院の基本構想やカリキュラム、学修環境、入試制

度、法科大学院統一適性試験などについての説明が

行われました。

（平成２４年度 学位授与式の模様）

（写真上段：四ッ谷先生の民法交流授業
写真下段：進学説明相談会の模様）

● キャンパスライフ ●

●授業公開：刑事模擬裁判

２０１３年３月１６日（土）９時より、総合教育研究棟２Ｆ模

擬法廷教室において、刑事模擬裁判が実施され、市民

の皆様に公開されました（写真）。この模擬裁判は、派

遣検察官教員福岡高等検察庁宮崎支部の現職検事で

ある神田浩行先生にご担当頂いている本学の実務基

礎科目「刑事模擬裁判」の一環として行うものです。

当日は、卒業生の弁護士も傍聴し 3 年生らと共に後輩

の姿を見守ってくれていた他、1 年生も六法を片手にメ

モをとりながら見学している姿が見受けられました。ま

た、鹿児島大学法文学部はもちろん県内の他大学から

も学生が傍聴に訪れており、法廷でのやりとりに興味

深く見入っている姿が印象的でした。

●平成 24年度学位記授与式

3月 25日（月）、平成 24年度学位記授与式が行われま

した。当日は、所定の単位を取得して最終試験に合格し

た８名の方が、法曹実務専攻の課程を修了し、法務博

士の学位を授与されました。厳格な成績評価を経て、

法科大学院の厳しい学修を成し遂げたみなさんに、心

から敬意を表します。当日は、間近に迫った司法試験に

向けた修了生のみなさんの表情を頼もしく拝見してお

りました。（久木野）
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